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使用料の算出方法について

×
×

受益者負担
割合

×
受益者負担

割合年間利用可能時間

×
受益者負担

割合

①

②

③
1時間あたりの原価
から算出する施設

（中国分スポーツ広場等）

管理運営費

施設総面積 年間利用可能時間

1㎡、1時間あたりの原価
から算出する施設

（公民館等の貸館等）

管理運営費

１人あたりの原価
から算出する施設
（市民プール等）

管理運営費

年間利用者数



使用料算出基準案① 算入経費の変更

【使用料の管理運営費に算入する経費について】

物の経費

その他経費

減価償却費 変更無し

--- 公債費利子を追加

需用費（光熱水費、施設修繕料等）、役務費、
委託料、使用料及び賃借料（用地賃借料以
外）、原材料費等

--- 用地賃借料を追加

変更無し

人の経費

職員人件費（給料、職員手当等、共済費）、報
酬、賃金

変更無し

--- 退職給付引当金繰入額を追加

区分 現行基準 新基準（案）



使用料算出基準案② 面積の変更

【現行基準】管理運営費を「施設の総面積」で割って１㎡あたりの単価を算出

×

【新基準(案)】管理運営費を使用料徴収の対象となる「貸室の総面積」で割って１㎡あたりの単価を算出

×

【現行基準】 　【新基準(案)】

Ｃ 共用スペース
(廊下・トイレ等）

Ｄ 事務室
Ｃ 共用スペース

（廊下・トイレ等）
Ｄ 事務室

180㎡ 80㎡ 180㎡ 80㎡

Ａ 会議室 Ｂ 会議室 Ａ 会議室 Ｂ 会議室

100㎡ 140㎡ 100㎡ 140㎡

1㎡、1時間
あたり単価使用料を徴収する

貸室の総面積

施設総面積Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ 500㎡ 貸室総面積Ａ+Ｂ 240㎡

年間利用可能時間

管理運営費

×
受益者

負担割合
＝

管理運営費

×
受益者

負担割合
＝

1㎡、1時間
あたり単価

施設総面積 年間利用可能時間



使用料の算出例① 公民館

× ×

× ×

【補足説明】
　上記は稼働率100％という条件設定で算出している。また、減免などの政策的要因もあり、実際の収入額及び負担割合は下記のとおりとなる。

現行基準による試算（総面積ベース） 新基準（案）による試算（貸室面積ベース）

施設総面積 年間利用可能時間 貸室総面積 年間利用可能時間

管理運営費
×

受益者負担
割合

管理運営費
×

受益者負担
割合

公民館（16館合計）
【23年度決算ベース】

564,108千円
× 50%

571,656千円
× 50%

算出基準
（㎡・時間単価）

23,388.26㎡ 4,008時間 9,615.44㎡ 4,008時間

現行基準による試算 参考：現行使用料

3.01円 3.11円
7.42円

使用料額
（1時間当たり）

B 600円

㎡・時間　単価 A

240円 250円

管理運営費
合計

D 564,108千円 571,656千円

使用料収入額
（100％稼動時）

C 286,000千円116,000千円 119,900千円

100％稼動時
の負担割合

F 50%

受益者
負担割合

E 50% 50%

21% 21%

新基準（案）による試算（貸室面積ベース）

使用料収入額 G 93,900千円

現行基準による試算（総面積ベース） 23年度決算額

38,100千円 39,430千円

減免額 H 23,200千円

使用料合計
（減免額を含む）

I 117,100千円

9,400千円 9,714千円

47,500千円 49,144千円

実際の負担割合 J 16%

実際の負担割合
（減免額を含む）

K 20%

7% 7%

8% 9%

Ｃ／Ｄで算出

Ｇ／Ｄで算出

Ｉ／Ｄで算出

退職給付引当金繰入額等を新たに算入

A×部屋ごとの

面積を乗じてB
を算出

左は中央公民

館第1会議室

（81.8㎡）のも

の



使用料の算出例② 市民プール

　※過去3ヵ年平均の年間利用者数を基に算出

【補足説明】
　上記Ｂは年間利用者数が80,499人という条件設定で算出している。また、幼児無料などの政策的要因もあり、実際の収入額及び負担割合は下記のとおりとなる。

23,500千円

4,100千円

27,600千円

25,678千円

4,464千円

30,142千円

121,729千円

現行基準による試算 23年度決算額

現行基準による試算 新基準（案）による試算

年間利用者数 年間利用者数

算出基準
（１人あたり単価）

管理運営費
×

受益者負担
割合

管理運営費
×

受益者負担
割合

94,507人 80,499人

市民プール
【23年度決算ベース】

121,729千円
× 50%

122,397千円
× 50%

一律大人料金
の場合の

使用料収入額（※）
B 61,200千円

使用料額
（1人・1日あたり）

A
640円

51,500千円 56,300千円

現行基準による試算 参考：現行使用料

760円

受益者
負担割合

Ｄ 50% 50%

管理運営費
合計

Ｃ 122,397千円

新基準（案）による試算

使用料収入額 F

一律大人料金
の場合の

負担割合（※）
Ｅ 50%

27,900千円

減免額 G 4,900千円

使用料合計
（減免額を含む）

H

42% 46%

27%

32,800千円

実際の負担割合 I 23%

実際の負担割合
（減免額を含む）

J

19%

23%

21%

25%

Ｂ／Ｃで算出

○現行使用料

・大人 700円(A)

・高校生 470円

・小中学生 230円

・幼児 無料

Ｆ／Ｃで算出

Ｈ／Ｃで算出

（過去3ヵ年最大）

Ａ×①で算出

退職給付引当金繰入額等を新たに算入

（過去3ヵ年平均） ①



使用料の算出例③ 中国分スポーツ広場

【補足説明】
　上記は稼働率100％という条件設定で算出している。また、学生料金などの政策的要因もあり、実際の収入額及び負担割合は下記のとおりとなる。

使用料合計
（減免額を含む）

H 3,100千円

1,500千円

3,000千円

12%

24%

950千円

1,937千円

8%

16%

実際の負担割合 I 13%

実際の負担割合
（減免額を含む）

J 25%

減免額 G 1,500千円

新基準（案）による試算

使用料収入額 F 1,600千円1,500千円 987千円

現行基準による試算 23年度決算額

100％稼動時
の負担割合

E 50%

受益者
負担割合

D 50% 50%

50% 32%

管理運営費
合計

C 12,310千円 12,571千円

使用料収入額
（100％稼動時）

B 6,300千円6,100千円 3,900千円

1,560円

使用料額
（1時間あたり）

A

現行基準による試算 参考：現行使用料

1,590円

3,940時間

中国分スポーツ広場
【23年度決算ベース】

12,310千円
× 50%

12,571千円
× 50%

3,940時間

算出基準
（時間単価）

管理運営費
×

受益者負担
割合

管理運営費
×

受益者負担
割合年間利用可能時間 年間利用可能時間

現行基準による試算 新基準（案）による試算

Ｂ／Ｃで算出

Ｆ／Ｃで算出

Ｈ／Ｃで算出

①

Ａ×①で算出

①

○現行使用料

・一般 1,000円(A)

・学生 500円

退職給付引当金繰入額等を新たに算入



管理運営費負担の適正化（公民館の例）
【設定】

【現状】

【新基準（案）】

　　　　　　　　　　【公費で負担】
　・政策的配慮によるもの
　・行政側の運営努力で対応すべきもの

公費負担　（市税等）
50％

利用者負担
7％

公費負担
43％

公費負担　（市税等）
50％

利用者負担　（使用料）
50％

公費負担　（市税等）
50％

公費or利用者
34％

利用者負担
16％

【政策的要因】

・減免等

【稼働率の低さ】

・立地条件（利便性）

・利用のしづらさ

・ニーズ自体が少ない等

新基準（案）で

改定した場合

管理運営費



手数料について

【各種証明手数料　近隣市比較】 平成25年4月1日現在

市川市 船橋市 松戸市 柏市 浦安市

税関係手数料 納税証明書の交付 300円 300円 300円 300円 300円

住民票の写しの交付 300円 300円 300円 300円 300円

住民基本台帳カードの交付 500円 500円 500円 500円 500円

印鑑登録証明書の交付 300円 300円 300円 300円 300円

住民基本台帳関係手数料

印鑑登録証明関係手数料

種　　　類



質問番号 質問 回答

1
市が管理する公民館や施設を使用する際、使用料
について減免が適用される団体は稼働率の中でど
のくらいあるのか。

○利用に占める減免額の割合として回答します。
〔公民館〕　19.8％
〔市民プール〕　14.8％
〔中国分スポーツ広場〕　49.0％
【合計】　18.6％

2
昨年1年間の減免した額は、トータルでどのくらい
の金額になるのか。

○減免額について回答します。
〔公民館〕　9,714千円
〔市民プール〕　4,464千円
〔中国分スポーツ広場〕　950千円
【合計】　15,128千円

3
減免が適用される団体で市からの補助金を受けて
いる団体はどのくらいあるのか。

○減免団体数について回答します。
〔公民館〕　134団体（登録数）
〔市民プール〕　16団体（23年度実績）
〔中国分スポーツ広場〕　29団体（23年度実績）

○補助金を受けている団体数について回答します。
〔公民館〕　集計不能
〔市民プール〕　5団体
〔中国分スポーツ広場〕　0団体

4
補助金を受けながら、施設使用料を払っている団
体はあるのか。

○不明です
・市から補助金を受けている団体を抽出することは困難です。
・また、さまざまな施設で異なる減免対象を設定している中では、補助
を受けている団体を抽出することが出来たとしても、これをさらに「使用
料を払っている団体」と「使用料を払っていない団体」に選別すること
は困難です。

5

財政課の資料2ページにある、「使用料の徴収あ
り」に挙げられている全ての施設の①経費（管理運
営費）、②使用料収入額、③稼働率、④稼働率の
中で、市や使用料免除団体（使用料収入のない利
用）がどのくらい占めているかわかる資料。

①～④の各数値について回答します。④については質問番号1に対す
る回答と同様に、利用に占める減免額の割合として回答します。
〔公民館〕
①571,656千円　②39,430千円　③39.0％　④19.8％
〔市民プール〕
①122,397千円　②25,678千円　③---％　④14.8％
〔中国分スポーツ広場〕
①12,571千円　②987千円　③62.3％　④49.0％
【合計】
①706,624千円　②66,095千円　③---　④18.6％

6

今回の見直しの対象にならないものも、全体の状
況を知りたいので、①経費（管理運営費）、②使用
料収入額、③経費と使用料収入額の差が大きいも
のに関しては、その理由として考えられること。

①～③の各数値について回答します。
〔自転車駐輪場〕
①559,197千円　②477,257千円　③放置自転車対策として、無料駐輪
場を設置したり、経費に対して使用料を安く抑えている駐輪場がある
ため。
〔幼稚園保育料〕（22年度実績）
①375,071千円　②142,264千円　③公費負担25％相当分、保護者に
対する補助金相当分等。
〔放課後保育クラブ保育料〕（24年度実績）
①949,434千円　②230,484千円　③公費負担50％相当分、県補助金
交付分、定員未達分（3,700人に対し3,066人）等。
〔下水道使用料〕（22年度実績）
①5,763,126千円　②4,648,907千円　③下水道事業審議会で、収支良
化傾向や県内市町村との均衡等を考慮し料金引上げを見送った結
果。
【合計】
①7,646,828千円　②5,498,912千円　③---

各委員からの質問及び回答一覧

平成25年6月19日
市川市市政戦略会議

第2回会議資料

資料２



7

施設の設置目的等に応じた負担区分を設けること
について。設置目的別に負担区分を設けているこ
とはわかったが、同一施設に関しても利用目的、
利用者（例えば障がい者、要介護認定者、介助者）
に応じて負担区分を変えている実例はあるか。（そ
れとも同一施設は一律の使用料か）

○負担区分率は利用者全員で賄うべき負担分と考えていますので、
施設ごとに一定との認識です。
○但し、政策的判断で、利用目的や利用者（の態様）ごとに料金設定
を違えているものも多くありますので、その一例を別紙「使用料・料金
設定例」で示します。

8
原価の算出基準について。条例で定めはあって
も、その中で実質的な市民の負担を軽減したいと
いう意図がこめられているか。

○過去の地方自治法逐条解説では「使用料は、・・・必要とする経費を
賄うに足るをもって限度とし、なるべく低廉であるべきことはいうまでも
ない。」となっていることから、本市の算定基準が意図的な低め設定と
なっているかもしれないとは考えています。使用料算定式における分
母に、「総面積」を用いていることはその表れとも推測しています。

9

【手数料】
近隣市の料金と均衡を図ることについて。「近隣
市」という場合、いつも決まった市を想定している
のか。（県内の同規模市、県内の隣接市、23区を
含めた隣接市区、特に定義なし）

○必ず想定するのは、「同規模」で「隣接」である船橋市、柏市、松戸
市です。

10
資料２ページ下欄の今回の見直しで料金改定の対
象となる公の施設（点線で囲ってある２０施設）につ
いて、指定管理を導入している施設はどこか。

文化会館、行徳公会堂、市民会館、文化施設のうち芳澤ガーデンギャ
ラリー、木内ギャラリーの　計5施設　となります。

11

２０施設を公的必要性による区分（例えば、公的性
の高いものからA、ｂ、ｃに区分）および収益可能性
による区分（例えば、収益可能性の高いものから
A、ｂ、ｃに区分）をするとどうなるか。

・公的必要性による区分について
　⇒資料P5「受益者負担率の区分表」の「内容」欄にある通り、現状の
区分表にはこの考え方を採用しておりますので、負担区分の公費負担
率が高いものほど、公的必要性が高いものと考えております。
・収益可能性による区分について
 ⇒施設によって「収益」の捉え方に違いがあることなどから、この考え
方に基づいた区分をすることは困難と考えます。



使用料・料金設定例

○市民プール使用料

態様 使用料徴収単位 金額

大人 1日 700円

高校生 1日 470円

小中学生 1日 230円

幼児 1日 無料

○中国分スポーツ広場使用料

態様 使用料徴収単位 金額

一般 1時間 1,000円

学生 1時間 500円
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